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＊Global PartnerおよびＮet VAは、弊社変額個人年金保険の販売名称です。

1. 特別勘定の運用方針

ご契約者の皆様へ
日ごろは格別のお引き立てを頂き、誠に有り難く御礼申し上げます。この度２００７年４～６月期における特別勘定の運用状況をとりま
とめましたのでご報告申し上げます。
なお、このGlobal Partner/Net VA Performance REVIEWは、弊社ホームページにてもご覧いただけます。
また、毎月の運用状況も同じホームページにて公開致しております。

ホームページアドレス　http://www.axa.co.jp/life/
お問い合わせ先 　　　　0120-778-133

 ＊受付時間：平日9：00～17：00（土・日・祝日および１２月３０日から１月４日は休業とさせていただきます。）

世界債券
世界各国の投資適格債を主な投資対象として分散投資し、ﾄｰﾀﾙ･
ﾘﾀｰﾝ（ｲﾝｶﾑｹﾞｲﾝとｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝ）を重視します。為替ﾘｽｸは、原則
としてﾍｯｼﾞしません。

アライアンス･
バーンスタイン・エル・ピー

マネープール
主として円建の短期公社債や、短期金融商品に投資し、安定した
収益の確保を目指します。

アクサ･ローゼンバーグ
証券投信投資顧問株式会社

日本株式
日本の株式を対象に積極的な運用を行い、信託財産の成長を目
指します。定量ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞや個別企業の訪問を行い、割安でかつ
成長性の高い銘柄を中心に投資します。

世界株式

世界各国の株式の中から成長の可能性が高いと判断される産業
ｾｸﾀｰを通じて、世界の成長株に投資し、長期的に信託財産の成
長を目指します。為替ﾍｯｼﾞを行い、主として円ﾄﾞﾙ間の為替ﾘｽｸを
軽減します。

ライフ･ソリューション
50

日本および欧米各国の株式･公社債を対象に分散投資。株式の
実質組入れ比率は純資産の５０％程度を基本とし、好収益の獲
得を目指します。為替ﾘｽｸは、原則としてﾌﾙ･ﾍｯｼﾞします。

ライフ･ソリューション
70

日本および欧米各国の株式･公社債を対象に分散投資。株式の
実質組入れ比率は純資産の７０％程度を基本とし、積極的に好収
益の獲得を目指します。為替ﾘｽｸは、原則としてﾌﾙ･ﾍｯｼﾞします。

Global Partner/Net VA Performance REVIEW
変額個人年金保険　　四半期運用報告書（2007年4～6月）

特別勘定の種類 運用対象・運用方針 運用協力会社

ライフ･ソリューション
30

日本および欧米各国の株式･公社債を対象に分散投資。株式の
実質組入れ比率は純資産の３０％程度を基本とし、着実な収益の
獲得を目指します。為替ﾘｽｸは、原則としてﾌﾙ･ﾍｯｼﾞします。

アライアンス･
バーンスタイン株式会社

アクサ・ローゼンバーグ
証券投信投資顧問株式会社

・当該資料は、各種の信頼できると考えられる情報源から取得した情報に基づき作成した部分を含んでおりますが、
  その部分の正確性・完全性については、これを保証するものではありません。
  また、予告なしに当該資料の内容が変更、廃止される場合がありますのであらかじめご承知おきください。
・当該資料は、当社の変額保険の運用状況などを開示するためのものであり、生命保険契約の勧誘を目的としたものではありません。
・当該資料の運用実績に関する内容は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
・当該資料に記載されている各表にある金額、比率等はそれぞれの項目を四捨五入していますので、合計等と合致しないことがあります。

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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2. 運用環境について（2007年4～6月）

《参考指標》

変化率

TOPIX（東証株価指数） 1713.61 ポイント 1774.88 ポイント 3.58%
日経平均 17287.65 円 18138.36 円 4.92%
新発10年国債 1.650 % 1.865 % 0.215 上昇
NYダウ 12354.35 ドル 13408.62 ドル 8.53%
S&P500 1420.86 ポイント 1503.35 ポイント 5.81%
NASDAQ 2421.64 ポイント 2603.23 ポイント 7.50%
10年国債 4.644 % 5.024 % 0.380 上昇
FT100 6308.00 ポイント 6607.90 ポイント 4.75%
CAC40 5634.16 ポイント 6054.93 ポイント 7.47%
DAX 6917.03 ポイント 8007.32 ポイント 15.76%
独10年国債 4.057 % 4.574 % 0.517 上昇
米ドル/円レート 118.05 円 123.26 円 4.41%円安
ユーロ/円レート 157.33 円 165.64 円 5.28%円安

＊各国10年国債は、ジェネリック日本指標国債10年単利（日本）、ジェネリック米国利回り10年（米国）、ドイツ国債10年の利回り（欧州）を表示しております。
＊為替は、株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信相場仲値を採用しております。

2007年3月末 2007年6月末

日本

米国

欧州

為替

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777

【日本株式市場】
■　当期の日本株式市場は、TOPIXは+3.58%上昇、日経平均は+4.92%上昇となりました。景気が順調に拡大を続ける中、日本株式市場は堅調に推移しまし
たが、同期間に円が117円台から123円台まで円安に動いたため、米ドルベースでは小幅な下落となりました。ファンダメンタルズでは6月に発表されたGDP第
１四半期成長率改定値が年率3.3％となり、また失業率も3.8％に低下するなど、景気の好調さを裏付ける結果となっています。一方、CPIは依然としてマイナス
圏で推移しており、家計調査消費支出など回復基調を示している指標もあるものの、内需が本格的に拡大しているとは言えない状況です。このため、当期中は
日銀の政策金利引き上げは見送りとなりました。

■　スタイル別では小型株に対して大型株が若干のプラスとなりました。但し6月以降はそれまでアンダーアパフォームだった小型株が見直され、大型株を上
回って推移しています。また、当期に発表された決算及び業績見通しがグロース銘柄でより好調であったことを受け、3ヶ月続けて成長株優位となりました。
■　業種別では、円安が続き、原油相場が堅調に推移したことなどから石油・石炭製品、ゴム製品などの資源関連産業や精密機器、機械、電気機器、輸送用
機器などの輸出関連産業が上昇しました。一方、金利が上昇したことから電気・ガス業などの公共産業、不動産、その他金融業は下落しました。

【米国株式市場】
■　当期の米国株式市場の主要株価指数は、ダウ平均株価は+8.53％、S&P500種株価指数は+5.81％、ナスダック指数は+7.50%の上昇となりました(いず
れも現地通貨ベース)。
■　4月は、企業の決算内容が良好であったことなどから楽観的な観測が優勢となり好調なスタートをきりました。米国雇用統計の内容が良好であったことや
M&A関連の話題が好感されたこと、サブプライムローン（信用度の低い融資）問題の懸念が大手銀行に与える影響は限定的であるとの見方から、概ね堅調に
推移しました。5月に入ってからも上昇基調が続き、原油高や住宅関連指標の弱さはあるものの、企業業績や雇用環境が良好であるとの見通しなどが米国株
式市場を下支えしました。6月は、初旬に上海株式市場が急落したにもかかわらずS&P500では最高値を更新するなど好調でしたが、その後は利下げ期待の
後退や10年債利回りの急上昇などを受け大幅に下落する場面もあり、軟調な展開となりました。
■　業種別では、コンピューター、石油サービス、自動車などが好調でした。一方、REIT、トイレタリー、不動産などは振るいませんでした。スタイル別では成長
株が割安株を上回り、大型株が小型株及び中小型株を上回りました。

【欧州株式市場】
■　当期の欧州株式市場は堅調に推移し、MSCI欧州株価指数は+5.15%の上昇となり、その他の主要株価指数の騰落率はFT100指数+4.75%、仏CAC指数
+7.47%、独DAX指数+15.76%の上昇となりました(いずれも現地通貨ベース)。
■　4月は、良好な経済環境やM&A関連の話題が市場を下支えし、上昇基調で推移しました。特にドイツはZEW（欧州経済センター）が発表する景況感指数が
好調であるなど、好景気のなかで欧州株式市場は大きく上昇しました。5月に入ってからも堅調に推移しました。5月中旬に入り、米国の消費者物価指数が良好
な内容であったこと、米国の追加利上げ観測が後退したことも下支えとなり、概ね上昇基調で推移しました。下旬にIFO経済研究所により発表された3月の業況
指数が市場予測を上回り、ドイツ経済の強さを示す内容となりました。また、米経済関連指標が良好であったことが、欧州株式市場にも好材料となりました。6月
6日にはECB（欧州中央銀行）が利上げを決定し、世界の金利動向に注目が集まる中で欧州株式市場は大幅に下落しました。その後、M&A関連銘柄などが買
われ反発しましたが、月間を通しては軟調な展開となりました。
■　業種別では、金属、機械、移動体通信などが好調でした。一方、コンピューター、バイオテクノロジー、REIT、空運などは振るいませんでした。

【為替市場】
■　当期の為替市場では、前四半期同様、主要国の景気動向、金融政策の方向性、金利差等が主要なテーマとなりました。円は、一貫して主要通貨
に対して弱含み、円安基調が継続しました。
■　当期は、3月ISM製造業景況指数が50.9と、景況感の強弱の境目となる50水準に再び低下したことから、米住宅市場のサブプライムローン（信用
度の低い融資）問題とあわせ、米景気減速懸念が意識され、円を除く主要通貨に対してドルが弱含む展開で始まりました。また、欧州、イギリス等は
堅調な景況感とインフレ懸念を背景に、金融引締め姿勢が維持されており、選好される結果となりました。しかし、5月に入ると4月ISM製造業景況指
数が54.7と予想以上に改善した等、米国景気が比較的堅調であることが示され、利下げ期待の後退し、ドルの買い戻しにつながりました。また、米長
期金利上昇もこの動きを下支えしました。しかし、米長期金利上昇がピークアウトし、欧州金利の上昇余地が相対的に際立ったことから、再びユーロ
が堅調に推移しました。
■　円は、景気、物価に対する見方に大きな変化はなく、日銀の継続的な金融引き締めの可能性は高くないことから、主要通貨に対して一貫して弱含
む動きとなりました。6月に、サブプライムローン問題の影響によるヘッジファンド経営不安問題等により投資家のリスク回避姿勢が強まり、海外との金
利差に着目した円キャリー取引も縮小した結果、米ドル/円レートで121円を割り込み、ユーロ/円レートで161円台半ばまで円高が進行する局面もあり
ました。しかし、影響は限定的で、市場のボラティリティーが大きく上昇していないことから、その後、再び円安が進行しました。
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3. 特別勘定ユニットプライスの推移（2007年6月現在）

＊特別勘定のユニットプライスは、各特別勘定で利用している投資信託の基準価額とは異なります。

＊ユニットプライスは、２０００年１２月１８日のプライスを１００としてスタートしています。

＊特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分を加えたものとなっています。
　 後者については、運用協力会社の裁量の範囲外となります。

＊ここでは特別勘定のユニットプライスの数値の推移を表しています。

ライフ・ソリューション30 ライフ・ソリューション50

世界株式 世界債券

マネープール

日本株式

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777

《各特別勘定のユニットプライスは、各営業日毎にご確認いただくことができます》
     ホームページアドレス　 ：　http://www.axa.co.jp/life/
     ｉモード　　　　　　　　　　  ：　https://online.axa.co.jp/ClientWeb/mobile.jsp
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4. 特別勘定｢ライフ・ソリューション30・50・70｣の状況（2007年4～6月）
【運用協力会社】　

【運用方針】

　基準価額の推移

LSF30 資産配分
（6月末現在）

基本
ｱﾛｹｰｼｮﾝ

LSF50 資産配分
（6月末現在）

基本
ｱﾛｹｰｼｮﾝ

LSF70 資産配分
（6月末現在）

基本
ｱﾛｹｰｼｮﾝ

日本株式 25.3% 24.0% 日本株式 42.2% 40.0% 日本株式 58.1% 55.0%
米国株式 2.9% 3.0% 米国株式 5.0% 5.0% 米国株式 7.5% 7.5%
欧州株式 2.7% 3.0% 欧州株式 4.9% 5.0% 欧州株式 7.1% 7.5%
円建債券 29.7% 30.0% 円建債券 23.9% 25.0% 円建債券 16.0% 17.5%

短期金融資産等 39.4% 40.0% 短期金融資産等 24.0% 25.0% 短期金融資産等 11.3% 12.5%
合計 100.0% 100.0% 合計 100.0% 100.0% 合計 100.0% 100.0%

＊ここでは、特別勘定で利用している投資信託の基準価額の推移等を表しています。

＊特別勘定資産には、投資信託のほかに、保険会社が保険契約の異動に備える部分も含まれています。後者については運用協力会社の裁量の範囲外となります。
　 また特別勘定のユニットプライスの値動きは、投資信託の基準価額の値動きと異なります。

＊変額個人年金保険は生命保険商品であり、投資信託ではありません。また本商品を通じてご契約者が直接投資信託を購入するということではありません。

＊当該資料は、特別勘定の主要対象である投資信託の運用状況等を説明した資料です。将来の運用実績を示唆しまたは保証するものではありません。

日本および欧米各国の株式･公社債を対象に分散投資。株式の実質組入れ比率は純資産の30%･50%･70%程度を基本
とし、収益の獲得を目指します。為替リスクは、原則としてフル・ヘッジします。
「アクサ ローゼンバーグ・ライフ･ソリューション・ファンド・安定型・安定成長型・成長型（B）＜適格機関投資家私募＞」
に投資を行います。

LSF30 （安定型）資産配分比率 LSF50 （安定成長型）資産配分比率 LSF70 （成長型）　資産配分比率

アクサ･ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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5. 特別勘定｢日本株式｣の状況（2007年4～6月）
【運用協力会社】　

【運用方針】

【ベンチマーク】 TOPIX

　基準価額の推移

セクター別構成比率 市場別構成比率

組入上位10銘柄

＊ここでは、特別勘定で利用している投資信託の基準価額の推移等を表しています。

＊当該資料は、特別勘定の主要対象である投資信託の運用状況等を説明した資料です。将来の運用実績を示唆しまたは保証するものではありません。
＊変額個人年金保険は生命保険商品であり、投資信託ではありません。また本商品を通じてご契約者が直接投資信託を購入するということではありません。
＊特別勘定資産には、投資信託のほかに、保険会社が保険契約の異動に備える部分も含まれています。後者については運用協力会社の裁量の範囲外となります。
　 また特別勘定のユニットプライスの値動きは、投資信託の基準価額の値動きと異なります。

アクサ･ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社

日本の株式を対象に積極的な運用を行い、信託財産の成長を目指します。定量スクリーニングや個別企業の訪問を行
い、割安でかつ成長性の高い銘柄を中心に投資します。
「アクサ ローゼンバーグ・日本バリュー株式ファンド（B）＜適格機関投資家私募＞」に投資します。

セクター 比率

1 電気機器 13.3%
2 輸送用機器 11.1%
3 銀行業 9.0%
4 情報・通信業 8.5%
5 鉄鋼 7.5%
- その他 50.6%

市場 比率

1 東証一部 96.3%
2 東証二部 0.4%
3 大証 1.7%
4 ジャスダック 1.2%
5 名証 0.4%
- その他 0.0%

銘柄 業種 比率

1 松下電器産業 電気機器 5.1%
2 野村ホールディングス 証券、商品先物 4.1%
3 日本電信電話 情報・通信業 3.9%
4 トヨタ自動車 輸送用機器 3.7%
5 ジェイ　エフ　イー　ホールディングス 鉄鋼 3.7%
6 三菱重工業 機械 2.6%
7 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 2.6%
8 ＫＤＤＩ 情報・通信業 2.5%
9 本田技研工業 輸送用機器 2.5%
10 富士通 電気機器 2.3%

33.0%
264 銘柄

＊上記比率は、投資信託組入全銘柄に対する比率となります。

合計

組入銘柄数

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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6.　特別勘定｢世界株式｣の状況（2007年4～6月）
【運用協力会社】　

【運用方針】

【ベンチマーク】 ＭＳＣＩワールド・インデックス（為替ヘッジあり）

　基準価額の推移

セクター別構成比率 国別構成比率

組入上位10銘柄

＊ここでは、特別勘定で利用している投資信託の基準価額の推移等を表しています。変額個人年金保険は生命保険であり、投資信託ではありません。
＊当該資料は、特別勘定の主要対象である投資信託の運用状況等を説明した資料です。将来の運用実績を示唆しまたは保証するものではありません。
＊変額個人年金保険は生命保険商品であり、投資信託ではありません。また本商品を通じてご契約者が直接投資信託を購入するということではありません。
＊特別勘定資産には、投資信託のほかに、保険会社が保険契約の異動に備える部分も含まれています。後者については運用協力会社の裁量の範囲外となります。
　また特別勘定のユニットプライスの値動きは、投資信託の基準価額の値動きと異なります。

＊適格機関投資家私募　アライアンス・グローバル・グロース・オポチュニティーズH（為替ヘッジあり）は、2007年4月27日付をもって、
　 適格機関投資家私募　アライアンス・バーンスタイン・グローバル・グロース・オポチュニティーズH（為替ヘッジあり）に名称を変更致しました。
　 マザーファンド受益証券であるアライアンス・グローバル・グロース・オポチュニティーズ・マザーファンドは、2007年4月27日付をもって、
　 アライアンス・バーンスタイン・グローバル・グロース・オポチュニティーズ・マザーファンドに名称を変更致しました。

アライアンス・バーンスタイン株式会社

世界各国の株式の中から成長の可能性が高いと判断される産業セクターを通じて、世界の成長株に投資し、
長期的な信託財産の成長を目指します。
外貨建資産に関しては、原則として為替ヘッジを行い、主として円ドル間の為替変動リスクの軽減を図ります。
「適格機関投資家私募　アライアンス・バーンスタイン・グローバル・グロース・オポチュニティーズH（為替ヘッジあり）」
に投資を行います。

セクター 比率

1 金融サービス 27.6%
2 エネルギー・天然資源 16.2%
3 消費関連 14.6%
4 情報・通信テクノロジー 13.6%
5 インフラストラクチャー 12.4%
6 ヘルスケア 10.9%
- 現金等 4.6%

国名 比率

1 アメリカ 49.1%
2 スイス 9.4%
3 イギリス 8.0%
4 フランス 4.0%
5 日本 3.2%
- その他の国 21.5%
- 現金等 4.6%

銘柄 国名 セクター 業種 比率

1 J.P.モルガン・チェース アメリカ 金融サービス 総合金融 2.8%
2 リーマン・ブラザーズ アメリカ 金融サービス 証券・投資銀行 2.8%
3 クレディ・スイス・グループ スイス 金融サービス 総合金融 2.7%
4 シティグループ アメリカ 金融サービス 総合金融 2.1%
5 ｱﾒﾘｶﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ アメリカ 金融サービス 生命・損害保険 1.9%
6 UBS スイス 金融サービス 銀行 1.9%
7 リオ・ティント イギリス エネルギー・天然資源 鉱業 1.7%
8 ゼネラル・エレクトリック アメリカ インフラストラクチャー コングロマリット 1.4%
9 トタル フランス エネルギー・天然資源 石油 1.3%
10 プロクター・アンド・ギャンブル アメリカ 消費関連 家庭用品・化粧品 1.3%

19.9%
144銘柄

＊上記比率は、投資信託組入全銘柄に対する比率となります。

合計

組入銘柄数

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777

\5,000

\6,000

\7,000

\8,000

\9,000

\10,000

\11,000

\12,000

\13,000

\14,000

00/12 01/10 02/8 03/5 04/3 05/1 05/11 06/8 07/6

アライアンス・バーンスタイン・グローバル・グロース・オポチュニティーズＨ（為替ヘッジあり）

ＭＳＣＩワールド・インデックス（為替ヘッジあり）

※ＭＳＣＩワールド・インデックス（為替ヘッジあり）はロンドン銀行協会
  午前11時発表の3ヶ月LIBOR金利を使用して計算。設定日前日を10,000円として指数化。

セクター 比率

1 金融サービス 27.6%
2 エネルギー・天然資源 16.2%
3 消費関連 14.6%
4 情報・通信テクノロジー 13.6%
5 インフラストラクチャー 12.4%
6 ヘルスケア 10.9%
- 現金等 4.6%

国名 比率

1 アメリカ 49.1%
2 スイス 9.4%
3 イギリス 8.0%
4 フランス 4.0%
5 日本 3.2%
- その他の国 21.5%
- 現金等 4.6%

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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アライアンス・バーンスタイン・グローバル・グロース・オポチュニティーズＨ（為替ヘッジあり）

ＭＳＣＩワールド・インデックス（為替ヘッジあり）

※ＭＳＣＩワールド・インデックス（為替ヘッジあり）はロンドン銀行協会
  午前11時発表の3ヶ月LIBOR金利を使用して計算。設定日前日を10,000円として指数化。
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7.　特別勘定｢世界債券｣の状況（2007年4～6月）
【運用協力会社】　

【運用方針】

【ベンチマーク】 リーマン・ブラザーズ・グローバル総合インデックス

　基準価額の推移

格付別構成比率 投資国別構成比率

組入上位10銘柄

＊ここでは、特別勘定で利用している投資信託の基準価額の推移等を表しています。変額個人年金保険は生命保険であり、投資信託ではありません。
＊当該資料は、特別勘定の主要対象である投資信託の運用状況等を説明した資料です。将来の運用実績を示唆しまたは保証するものではありません。
＊変額個人年金保険は生命保険商品であり、投資信託ではありません。また本商品を通じてご契約者が直接投資信託を購入するということではありません。
＊特別勘定資産には、投資信託のほかに、保険会社が保険契約の異動に備える部分も含まれています。後者については運用協力会社の裁量の範囲外となります。
　また特別勘定のユニットプライスの値動きは、投資信託の基準価額の値動きと異なります。

アライアンス・バーンスタイン・エル・ピー

世界各国の投資適格債を主な投資対象として分散投資し、トータル・リターン（インカムゲインと
キャピタルゲイン）を重視します。
為替リスクは、原則としてヘッジしません。
「アライアンス・バーンスタイン－グローバル・ボンド・ポートフォリオ　クラスI証券」に投資を行います。

格付 比率

1 AAA 55%
2 AA 30%
3 A 7%
4 BBB 8%

国名 比率

1 米国 30%
2 日本 24%
3 ドイツ 8%
4 ノルウェー 6%
5 イギリス 5%
- その他 27%

S&P ﾑｰﾃﾞｨｰｽﾞ

1 日本国債 AA A2 23.0%
2 アメリカ国債 AAA Aaa 8.6%
3 ドイツ国債 AAA Aaa 8.1%
4 ファニーメイ AAA Aaa 6.2%
5 ノルウェー国債 AAA Aaa 5.9%
6 ベルギー国債 AA+ Aa1 4.4%
7 ジニーメイ AAA Aaa 4.2%
8 オーストラリア国債 AAA Aaa 3.8%
9 カナダ国債 AAA Aaa 3.0%
10 ニュージーランド国債 AAA Aaa 2.3%

69.5%
＊上記比率は、投資信託組入全銘柄に対する比率となります。

組入比率銘柄名
格付け

合計

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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ｱﾗｲｱﾝｽ・ﾊﾞｰﾝｽﾀｲﾝ-ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ ｸﾗｽI証券

ﾘｰﾏﾝ･ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ総合ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

2003年2002年2000年 2005年2004年 2006年

※2000年12月21日を1.00として指数化。

2007年2001年
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8. 特別勘定｢マネープール｣の状況（2007年4～6月）
【運用協力会社】　

【運用方針】

【ベンチマーク】 日本円無担保コールレート翌日物（日々運用したときに得られる投資収益を指数化したもの）

　基準価額の推移

信託財産の構成

公社債の内訳 短期資産等の内訳

格付別債券構成比率 格付別短期資産比率

＊ここでは、特別勘定で利用している投資信託の基準価額の推移等を表しています。

＊当該資料は、特別勘定の主要対象である投資信託の運用状況等を説明した資料です。将来の運用実績を示唆しまたは保証するものではありません。
＊変額個人年金保険は生命保険商品であり、投資信託ではありません。また本商品を通じてご契約者が直接投資信託を購入するということではありません。

アクサ･ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社

主として円建の短期公社債や、短期金融商品に投資し、安定した収益の確保を目指します。
「アクサ ローゼンバーグ・日本円マネー・プール・ファンド(B)＜適格機関投資家私募＞」に投資します。

＊特別勘定資産には、投資信託のほかに、保険会社が保険契約の異動に備える部分も含まれています。後者については運用協力会社の裁量の範囲外となります。
　 また特別勘定のユニットプライスの値動きは、投資信託の基準価額の値動きと異なります。

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777

組入比率 デュレーション

公社債 6.9% 0.16年
短期資産等 93.1% 0.04年
合計 100.0% 0.05年

組入比率 ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ

国債 0.0% 0.00年
地方債 0.0% 0.00年
特殊債 0.0% 0.00年

金融債 100.0% 0.16年

普通社債 0.0% 0.00年
その他 0.0% 0.00年
合計 100.0% 0.16年

組入比率

CD 0.0%
CP 0.0%

TB/FB 99.3%

ｺｰﾙﾛｰﾝ 0.7%

その他 0.0%
合計 100.0%

格付区分 構成比率

P-1 100.0%
P-2 0.0%
P-3 0.0%
無格付 0.0%
合計 100.0%

格付区分 構成比率

AAA 0.0%
AA 33.3%
A 66.7%

BBB 0.0%
BB以下（無格付含） 0.0%

合計 100.0%

\10,000

\10,005

\10,010

\10,015

\10,020

\10,025

\10,030

\10,035

\10,040

\10,045
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ｱｸｻ　ﾛｰｾﾞﾝﾊﾞｰｸﾞ・日本円ﾏﾈｰ･ﾌﾟｰﾙ･ﾌｧﾝﾄﾞ

無担保コールローン（O/N）

2007年2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

6/29

*格付基準：
 ・海外格付機関の格付を優先します。
 ・海外格付機関の格付取得の無い発行体は、国内格付機関の格付けを採用します。
 ・FB等国債同等の無格付短期資産においては短期格付をP-1格とします。
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8.　特別勘定資産の内訳（2007年6月）

金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％）

現預金・コールローン 39,885 1.0 28,779 0.4 41,869 0.9

その他有価証券 3,923,573 97.1 7,722,487 97.6 4,338,146 97.1

その他 78,679 1.9 161,215 2.0 88,523 2.0

合計 4,042,138 100.0 7,912,482 100.0 4,468,540 100.0

金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％）

現預金・コールローン 75,802 1.6 38,453 1.8 33,724 1.4

その他有価証券 4,600,813 95.0 2,078,178 94.7 2,391,726 96.5

その他 168,428 3.5 77,979 3.6 53,072 2.1

合計 4,845,044 100.0 2,194,611 100.0 2,478,523 100.0

金額（千円） 比率（％）

現預金・コールローン 18,867 4.7

その他有価証券 371,560 92.2

その他 12,539 3.1

合計 402,967 100.0

9.　保有契約高（2007年6月）

項目 件数（件）

変額個人年金保険 16,174

＊金額の単位未満は切捨てとしました。

基本保険金額（百万円）

項目
日本株式 世界株式

22,182

項目
ライフ・ソリューション30 ライフ・ソリューション50 ライフ・ソリューション70

世界債券

項目
マネープール

＊金額の単位未満は切捨てとしました。また、比率については小数点第二位を四捨五入しておりますが、合計値に対する調整は行っておりません。
＊各特別勘定で利用している国内投資信託並びに外国投資信託は、いずれも「その他有価証券」の項目に含まれています。

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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10.　用語説明

《英数字》

１． ＣＡＣ４０

２． ＤＡＸ

３． ＦＴ１００

４． ＪＰモルガン
　　世界債券インデックス

５． ＭＳＣＩ

６． ＮＡＳＤＡＱ

７． Ｓ＆Ｐ５００

８．TOPIX

米国 Morgan Stanley Capital International 社が開発し、発表している株価指数で、世界の
主要国を対象とする株価指数です。グローバルファンドと呼ばれることの多い、世界中の株式
に投資するタイプの投資信託の多くが、このインデックスをベンチマークとしています。

全米証券業協会（ＮＡＳＤ）が運営する店頭株市場のことです。

格付会社のスタンダード＆プアーズ社が公表している米国の代表的な株価指数であり、市場
規模、流動性、業種等を勘案して選ばれた米国の株式500銘柄を時価総額で加重平均したも
のです。

東証市場第一部全銘柄の時価総額が、基準時の時価総額に比較してどのくらい増えたか
減ったか、ということを通じて市場全体の株価の動きを表すものです。言いかえれば、株式市
場全体の資産価値の変化を通じて、株価の変動をみようとするものです。日本の株式市場に
分散投資するタイプのファンドの多くがTOPIXをベンチマークとしています。

フランスの代表的な株価指数で、パリ市場に上場されている銘柄の中から、時価総額や出来
高が大きい、代表的な業種に属する40銘柄のことです。ＣＡＣ４０指数は、1987年12月31日
の株価を基準値1,000として時価総額加重平均で計算し、1988年11月以来、ＭＡＴＩＦと呼ば
れるフランス先物市場やＭＯＮＥＰというフランスオプション取引にも利用されています。「ＣＡ
Ｃ」という名称は、前身にあたる「ＣＡＣ指数」（かつて証券取引の管理、監督、指導全般を担当
していた旧証券取引所公認仲介業者組合『Compagnie des Agents de Change』が作成）か
らきています。

ドイツの先物・オプション取引の開始にあたり、1988年7月からリアル・タイムの指標として導
入され、ドイツ8個所の証券取引所に上場された銘柄のうち、圧倒的な取引額をほこる30銘
柄の優良株式を対象としたもので、1987年12月31日の株価を基準値1,000として、時価総額
加重平均で算出しています。

イギリスを代表する株価指数で、先物・オプション取引開始に伴い1984年から導入され、
1983年12月31日の株価を基準値1,000として時価総額加重平均で算出されています。ロンド
ン証券取引所に上場されている株式のうち、時価総額が最も大きい100社を対象として、取引
所とファイナンシャル・タイムズ社が作成しています。

米国JPモルガン社が発表しているインデックスで、主要な債券市場において市場流通性のあ
る銘柄を時価総額ベースでインデックス化したものです。世界の債券に分散投資するファンド
の多くがこのインデックスをベンチマークにしています。

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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《カタカナ・漢字》

１．インカムゲイン

２．為替ヘッジ

３． 為替リスク

４．キャピタルゲイン

５．ディフェンシブセクター

６．定量スクリーニング

７．デュレーション

８．パフォーマンス

９．フェデラル・ファンド
　 (FF)金利

10．ベーシスポイント

11．ベンチマーク

12．ポートフォリオ

13．マーケット
　　 センチメント

14. ユニットプライス
　　（単位価格）

15. ユニット数 個々の契約の係る積立金のうち、各特別勘定の部分を各特別勘定のユニットプライスで除し
て求めた数です。契約者における各特別勘定ごとのユニット数は、契約内容の変更等を通じ
て増減します。

 投資成績・運用成績のことをいいます。

 日本の無担保コール翌日物金利に相当します。日米とも民間銀行は預金残高に応じて中央
銀行に準備預金を預け、そのために必要な資金を短期市場から調達しています。ＦＦ金利や
無担保コール金利はその際の金利です。

1％の100分の1のことをいいます。1ベーシスポイントは、0.01％です。

各特別勘定資産の積立金の１ユニット（口数）に対する価額のことを いい、特別勘定資産の
評価を反映しています。

その投資信託が運用の指標としている指数（インデックス）です。 現在、多くの投資信託が主
要な指数をベンチマークとしています。

 信託財産の運用先（投資対象）構成を示したものです。

市場に参加している投資家や市場関係者の間で支配的な心理状況をいいます。

景気後退期でも利益水準がさほど変化しないことから、守りに強いという意味でこう呼ばれる
業種のことをいいます。具体的には、需要が景気動向に左右されない食品、薬品などが該当
します。利益水準が安定しているので、多くの場合景気後退期では、相対的には好パフォー
マンスを実現します。

過去の業績や財務デ－タにより計測されるもので選別する方法です。

 債券の実質平均回収期間のことをいいます。

公社債の利金、株式の配当金などから得られた収益のことを指します。

保有外貨建て資産の為替リスクを回避する取り引き。具体的には為替先物市場で将来の外
貨売り・自国通貨買いの予約取引を締結します。

2通貨間の交換レ－トが変動する事。保有外貨に対して自国通貨の交換金額が減少した場
合は損失が発生します。

保有証券の値上がりによる収益のことを指します。

◆ 編集・発行　アクサ生命保険株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　契約管理センター

〒108-8020　東京都港区白金1-17-3
（代表）TEL 03-6737-7777
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【投資リスク】

この保険は積立金額および年金額等が特別勘定資産の運用実績に応じて変動（増減）するしくみの変額個人年金保険です。

特別勘定資産の運用は、投資信託を利用して国内外の株式・公社債等で行なっており、株式および公社債の価格変動や為替変動等に伴う投資リスクがあり

ます。

特別勘定資産の運用実績が積立金額に直接反映されますので、運用実績によっては、ご契約を解約した場合の払いもどし金額等が一時払保険料等を下回

る場合があります。

【諸費用について】
ご契約者などにご負担いただくこの保険の諸費用は、次のとおりです。

年金支払開始日前

○特別勘定のユニットプライス（単位価格）を計算する前にご負担いただく費用

項目 時期

契約初期費用
（増額費用）

特別勘定繰入前

保険契約管理費
（積立金比例額）

毎日

*毎日その日の始めの特別勘定の積立金総額に年率１．２％の３６５分の１を乗じた金額を毎日その日の終わりの特別勘定の積立金総額から控除します。

○ご契約の内容と取引の内容による費用

 　特別勘定のユニットプライス（単位価格）を計算した後にご負担いただく費用は、次のとおりです。

項目 時期

保険契約管理費
（件数比例額）

月単位の契約応当日

貸付利息
月単位の契約応当日

および
貸付金の返済時

解約時

減額時

※貸付制度は、ご契約が成立後、会社の定める範囲内で何回でも貸付を受けることができます。

※将来、上記の内容が変更になることがあります。

当社の経費に充当されます。
（基本保険金額を死亡時に最低保証するための費用および災害
死亡保険金のための費用を含みます。）

費用 備考

特別勘定の積立金総額に対して
年率１．２％*

費用

保険料の２．０％

備考

変額個人年金保険のリスク及び諸費用について

保険料から契約初期費用として２．０％が控除された後の金額
が積立金として特別勘定で運用されます。
（増額費用も同じ）

毎月　１００円
契約１件あたり毎月の契約応当日の前日の積立金の合計額か
ら控除します。

<書面による移転申込みの場合>
１回目１,５００円
２回目以降は１回につき２,３００円　  　(*1)

<インターネットによる移転申込みの場合>
月１回の積立金の移転は無料
２回目からは１回につき８００円 　　    (*1)

毎回の移転について積立金から控除します。

１ヵ月に２回以上積立金の移転を行なう場合、２回目からの移転
について積立金から控除します。

積立金移転費用 移転時

貸付金額の年利１．２％
貸付金制度を利用されたとき、月単位の契約応当日および貸付
金の返済時に、積立金から徴収します。

(*1)月単位の契約応当日から翌月の契約応当日の前日までに積立金移転を行なった回数

積立金額の８．０％～０．８％

解約日が契約日または増額日より起算して１０年未満の場合に
は、経過年数（１年未満切り上げ）に応じて、積立金額に対して
解約控除率（８％から０．８％）を乗じた金額を積立金額から控除
します。

解約控除

減額に相当する積立金額の８．０％～０．８％

減額日が契約日または増額日より起算して１０年未満の場合に
は、経過年数（1年未満切り上げ）に応じて、減額に相当する積
立金額に対して解約控除率（８％から０．８％）を乗じた金額を減
額に相当する積立金額から控除します。
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○その他間接的にご契約者にご負担いただく運用関係の費用は、次のとおりです。

項目 時期

運用関係費(*2)

運用関係費(*3)

※運用関係費は、運用手法の変更・運用資産額の変動等の理由により、将来変更される可能性があります。
※特別勘定の種類、運用方針、運用関係費、および運用協力会社は、将来変更される可能性があります。

項目 時期

年金管理費 年単位の契約応当日

※年金管理費は、将来変更となる可能性があります。

変額個人年金保険の諸費用について

世界株式
年率１．１５５％程度(税抜１．１００％程度)

世界債券
年率０．６５０％程度

　 　

ライフ・ソリューション３０
年率０．９４５％程度(税抜０．９００％程度)

ライフ・ソリューション５０
年率１．０５０％程度(税抜１．０００％程度)

運用関係費(*1)

備考

特別勘定にて利用する投資信託において、毎日投資信託の純資
産額から控除します。

費用

ライフ・ソリューション７０
年率１．１５５％程度(税抜１．１００％程度)

日本株式
年率０．８４０％程度(税抜０．８００％程度)

年金支払開始日以後

マネープール
年率０．０３４１２５％～年率０．４８３０００％程度
(税抜０．０３２５００％～０．４６００００％程度)

毎日

(*2)世界債券のみ、ルクセンブルク籍の投資信託を使用しているため、管理報酬等記載しております。管理会社報酬等には、予め定率として決められている管理報酬の他
　　 に管理会社報酬が含まれます。その他、お客さまにご負担いただく手数料には、ルクセンブルク大公国の法令に基づく税金等、および有価証券の売買手数料および保
　　 有する有価証券の譲渡・償還益および配当やクーポンに対する源泉徴収税等の諸費用がかかることがありますが、運用資産額の取引量によって変動するため、費用
　　 の発生前に具体的な金額や計算方法を記載することが困難であり、表示することができません。
(*3)マネープールの運用関係費は、各月の前月最終５営業日における無担保コールオーバーナイト物レートの平均値に応じて毎月見直されます。

(*1)運用関係費は、主に利用する投資信託の信託報酬率を記載しています。信託報酬の他、信託事務の諸費用、有価証券の売買委託手数料および消費税等の税金等の
　　 諸費用がかかる場合がありますが、これらの諸費用は運用資産額や取引量等によって変動するため、費用の発生前に具体的な金額や計算方法を記載することが困難
　　 であり表示することができません。

支払年金額の１．０％
年金支払開始日以後、年単位の契約応当日に責任準備金から
控除されます。

○年金支払開始日以後にご負担いただく費用

費用 備考
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